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Ⅰ 総 則 
 

1  適 用 

(1) この「再生可能エネルギー発電設備からの電力受給契約要綱」（以下「本

要綱」といいます。）は，当社が一般送配電事業者または配電事業者（以下，

総称して「一般送配電事業者等」といいます。）と締結する発電量調整供給

契約（一般送配電事業者等が定める託送供給等約款および託送供給等約款以

外の供給条件等〔以下「託送供給等約款等」といいます。〕にもとづく契約

とします。）における発電者（以下「発電者」といいます。）が「再生可能

エネルギー電気の利用の促進に関する特別措置法」（以下「再エネ特措法」

といいます。）および同法の関係法令（以下，これらを総称して「再エネ特

措法等」といいます。）に定める再生可能エネルギー源を電気に変換する設

備およびその付属設備（以下「再エネ発電設備」といいます。）を，一般送

配電事業者等が維持および運用する電力系統へ接続し，発電者が当該再エネ

発電設備を用いて自ら消費する電力を除いた電力（当該再エネ発電設備から

発生する電気に限るものとし，以下「再エネ電力」といいます。）を当社に

供給し，当社がこれを購入する契約（以下「電力受給契約」といいます。）

の条件を定めたものです。ただし，固定価格買取制度にもとづく電力受給契

約については，再エネ特措法附則（平成28年6月3日法律第59号）第3条の規定

により，特定契約に関する経過措置の適用を受けるものについて，本要綱を

適用します。 

(2) 本要綱は，次の地域に適用します。 

滋賀県，京都府，大阪府，奈良県，和歌山県，兵庫県（一部を除きます。），

福井県の一部，岐阜県の一部，三重県の一部 

 

2  要綱の変更 

当社は，次の場合に，本要綱を変更することがあります。この場合，契約期

間満了前であっても，料金等その他の受給条件は，変更後の本要綱によります。 

なお，当社は，本要綱の変更にあたり，変更後の本要綱の効力発生日までに，

本要綱を変更する旨および変更後の本要綱の内容ならびにその効力発生日を，
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当社ウェブサイト上でのお知らせその他の適切な方法により，発電者にお知ら

せします。 

(1) 再エネ特措法等ならびに託送供給等約款等にもとづき変更が必要な場合 

(2) 本要綱の適用対象が変更となる場合 

(3) 一般送配電事業者等の電力系統への接続に必要な技術要件を変更した場合 

(4) 電力受給契約等に係る手続きまたは運用上の取扱いの変更が必要な場合 

(5) 発電者の一般の利益に適合する場合 

(6) 本要綱による契約をした目的に反せず，かつ，変更の必要性，変更後の内

容の相当性，変更の内容その他の変更に係る事情に照らして合理的なもので

ある場合 

 

3  用語の定義 

本要綱における用語の定義は次のとおりとし，本要綱に定めのない用語の定

義は，電気特定小売供給約款等または託送供給等約款等によるものとします。 

(1) 電力受給 

本要綱に定める規定にしたがい，発電者が当社に再エネ電力を供給し，当

社がこれを受電することをいいます。  

（2） 再生可能エネルギー源 

   再エネ特措法等に定める次に掲げるエネルギー源をいいます。 

  イ 太 陽 光 

    ロ 風  力 

  ハ 水  力 

  ニ 地  熱 

  ホ バイオマス 

  へ その他，再エネ特措法等にもとづき定められるもの 

(3) 固定価格買取制度 

再エネ特措法等にしたがい，再エネ特措法等に定める価格および期間を条

件として発電者が再エネ電力を電気事業者に供給し，電気事業者がこれを購

入する制度をいいます。 
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(4)  特定契約 

電力受給契約のうち，固定価格買取制度にもとづく契約のことをいいます。 

(5)  卸契約 

電力受給契約のうち，固定価格買取制度にもとづく契約以外の契約のこと

をいいます。 

(6) 電気需給契約 

当社または当社以外の者が，再エネ発電設備およびその使用に直接必要な

電灯その他これに準ずるものに電気を供給するための契約をいいます。 

(7) 発電出力 

発電者が再エネ発電設備で発電できる最大電力をいいます。具体的には，

発電者の再エネ発電設備が太陽光発電設備の場合は，当該太陽光発電設備の

公称最大出力またはインバータの定格出力のいずれか小さい方とし，発電者

の再エネ発電設備が太陽光発電設備以外の場合は，当該再エネ発電設備の定

格出力またはインバータの定格出力のいずれか小さい方とします。 

なお，インバータを複数台設置する場合における発電出力は，インバータ

に対応する再エネ発電設備ごとに上記にしたがい算定した値を合計した値と

します。  

(8) 検 針 日 

一般送配電事業者等があらかじめ検針すると定めた日のことをいいます。  

(9) 計量装置 

17（受給電力量の計量）において使用する電力量計およびその他計量に必

要な付属装置の総称をいいます。  

(10) 受給設備 

一般送配電事業者等が再エネ電力を受電しまたは一般送配電事業を遂行す

るにあたって必要な全ての電気工作物をいいます。  

(11) 再エネ電力供給設備 

再エネ電力の供給に必要な再エネ発電設備および再エネ発電設備から財産

分界点および保安責任分界点までの設備をいいます。 

(12) 併設設備 

発電者が一般送配電事業者等の電力系統へ連系する再エネ発電設備以外の
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自家用発電設備等（二次電池など放電時の電気的特性が自家用発電設備と同

等である設備を含みます。）をいいます。 

(13) 系統連系 

再エネ発電設備または併設設備を一般送配電事業者等の電力系統へ接続す

ることをいいます。 

(14) 経済的出力抑制 

「再生可能エネルギー電気の利用の促進に関する特別措置法施行規則」（以

下「再エネ特措法施行規則」といいます。）第14条第1項第8号イに規定する

出力の抑制にあたり，一般送配電事業者等から本来出力の抑制を受けるべき

再エネ発電設備を有する発電者の代わりに，その有する再エネ発電設備の出

力を抑制するよう他の発電者に指示し，出力を抑制することをいいます。 

(15) オンライン事業者 

   発電者のうち，経済的出力抑制において，一般送配電事業者等から本来出

力の抑制を受けるべき再エネ発電設備を有する発電者の代わりにその有する

再エネ発電設備の出力を抑制するよう指示を受けた発電者をいいます。 

(16) オフライン事業者 

   発電者のうち，経済的出力抑制において，一般送配電事業者等から本来出

力の抑制を受けるべき再エネ発電設備を有する発電者をいいます。 

(17) 代理制御調整電力量 

   経済的出力抑制が行われた場合において，一般送配電事業者等が算定し，

当社に通知された，次の電力量をいいます。 

 イ オンライン事業者においては，経済的出力抑制が行われた時間帯におい

て，オフライン事業者が有する再エネ発電設備を用いて発電し，および供

給した再生可能エネルギー電気の電力量。 

 ロ オフライン事業者においては，本来出力の抑制を受けるべき時間帯とし

て，あらかじめ一般送配電事業者等から示された時間帯において，当該事

業者が有する再エネ発電設備を用いて発電し，および供給した再生可能エ

ネルギー電気の電力量。原則として，負の値で表記され，料金等の算定に

おいても，負の値として扱うものとします。 
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(18) Ｎ－１電制 

電力広域的運営推進機関（以下「広域機関」といいます。）の送配電等業

務指針に規定する電力設備の単一故障発生時に保護装置により行われる速や

かな発電抑制または発電遮断をいいます。 

(19) Ｎ－１電制精算電力量  

次のイまたはロにより算定する，再エネ発電設備がＮ－１電制されなけれ

ば発電していたであろう再生可能エネルギー電気の電力量から，実際に発電

した電力量を差引いた値をいいます。 

イ 特定契約の場合 

発電者が所有する日射量計や風速計の実績から算定する発電量。 

ただし，広域機関の「流通設備の整備計画の策定（送配電等業務指針第

５５条関連）におけるＮ－１電制の考え方について」（以下「Ｎ－１電制

ガイドライン」といいます。）にもとづき，発電者による算定が困難な場

合には，一般送配電事業者等が予測する当社発電バランシンググループ（以

下「発電ＢＧ」といいます。）の発電計画値を発電者の再エネ発電設備の

出力に応じて按分し算定した値とします。 

  ロ 卸契約の場合 

計画値同時同量にもとづき，当社が広域機関を通じて一般送配電事業者

等に提出した値とします。 

なお，作業停止計画移行後から作業停止計画が終了するまでの間につい

ては，Ｎ－１電制動作時点で当社が広域機関を通じて一般送配電事業者等

に提出していた発電計画と,作業停止計画による発電上限値を比較した低

値とします。ただし，Ｎ－１電制の動作後に，再起動もしくは出力増加等

にあわせて需給バランスの見直し等を行い，Ｎ－１電制動作時点の発電計

画よりも下回る発電計画に変更した場合には，変更後の発電計画をＮ－１

電制動作時点の発電計画とみなします。 

(20) Ｎ－１制御装置    

Ｎ－１電制を実施するために必要となる装置をいいます。 

(21) 系統連系受電契約 

送配電設備の維持・拡充に必要な費用について，一般送配電事業者等が系
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統利用者である発電者等に一部の負担を求めるために，発電量調整供給契約

にもとづき，発電者と一般送配電事業者等との間に成立する，発電側課金の

ための契約をいいます。 

(22）系統連系受電サービス料金 

託送供給等約款等に規定される系統連系受電契約にかかる料金（系統連系

受電契約にかかる延滞利息および契約超過金を含みます。）のことをいいま

す。 

(23) 発電側課金小売転嫁 

発電者に課される系統連系受電サービス料金について，経済産業省の「相

対契約における発電側課金の転嫁に関する指針」にもとづき，当社が負担す

ることをいいます。 

(24) 解    列 

再エネ発電設備または併設設備を一般送配電事業者等の電力系統から切り

離すことをいいます。 

(25) 事業計画認定 

再エネ特措法等に定める国による再エネ発電設備の事業計画に係る認定を

いいます。 

(26) 認定通知書 

事業計画認定が証明できる通知書等をいい，変更認定通知，変更届出を含

みます。 

(27) バイオマス比率 

受給電力量のうちバイオマスを変換して得られる電気の量の割合をいいま

す。 

(28) 非化石価値 

「エネルギー供給事業者によるエネルギー源の環境適合利用及び化石エネ

ルギー原料の有効な利用の促進に関する法律」第2条第2項に定める非化石エ

ネルギー源に由来する電気の非化石電源としての価値をいいます。 

(29) 適格請求書発行事業者 

   消費税法の規定により，適格請求書を発行できる事業者として税務署長の

登録を受けた者をいいます。 
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(30) 反社会的勢力 

暴力団等（次のイからチまでのいずれかに該当する者）および暴力団等と

関係を有する者（次のリからワまでのいずれかに該当する者）をいいます。 

イ 暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第2条第2号に

定める暴力団をいいます。以下同じ。） 

ロ 暴力団員（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第2条第6号

に定める暴力団員をいいます。以下同じ。）または暴力団員でなくなった

ときから5年を経過しない者 

ハ 暴力団準構成員 

ニ 暴力団関係企業 

ホ 総会屋等 

ヘ 社会運動等標榜ゴロ 

ト 特殊知能暴力集団等 

チ その他イからトまでに準ずる者 

リ 暴力団員等が経営を支配していると認められる関係を有する者 

ヌ 暴力団員等が経営に実質的に関与していると認められる関係を有する者 

ル 自己，自社もしくは第三者の不正の利益を図る目的または第三者に損害

を加える目的をもってするなど，不当に暴力団員等を利用していると認め

られる関係を有する者 

ヲ 暴力団員等に対して資金等を提供し，または便宜を供与するなどの関与

をしていると認められる関係を有する者 

ワ 役員または経営に実質的に関与している者が暴力団員等と社会的に非難

されるべき関係を有する者 

(31) 反社会的行為 

自らまたは第三者を利用する次の行為をいいます。 

イ 暴力的な要求行為 

ロ 法的な責任を越えた不当な要求行為 

ハ 取引に関して，脅迫的な言動をし，または暴力を用いる行為 

ニ 風説を流布し，偽計もしくは威力を用いて取引の相手の信用を毀損し，



 

- 8 - 

またはその業務を妨害する行為 

ホ その他イからニまでに準ずる行為 

 

4  単位および端数処理 

本要綱において料金等その他を計算する場合の単位およびその端数処理は，

次のとおりとします。 

(1) 発電出力の単位は，0.1キロワットとし，その端数は，切り捨てます。 

(2) 受給電力量の単位は，1キロワット時とし，その端数は，小数点以下第1位

で四捨五入します。 

(3) 代理制御調整電力量の単位は，1キロワット時とし，その端数は，小数点以

下第1位で四捨五入します。 

(4) 料金等その他の計算における合計金額の単位は，1円とし，その端数は，切

り捨てます。 

(5)  代理制御調整金の単位は，1円とし，その端数は，切り捨てます。 

(6)  解体等積立金額の単位は，1円とし，その端数は，切り捨てます。 

(7) バイオマス比率の単位は，0.001パーセントとし，その端数は，小数点以下

第4位で四捨五入します。 

 

5  実 施 細 目 

本要綱の実施上必要な細目的事項は，本要綱の趣旨に則り，そのつど発電者

と当社との協議によって定めます。 
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Ⅱ 契約の申込み 

 

6  電力受給契約の申込み 

発電者が電力受給契約の締結を希望する場合は，あらかじめ本要綱および託

送供給等約款等における発電者に関する事項を一般送配電事業者等および当社

との関係で遵守することを承認のうえ，次の手続きにより，電力受給契約の申

込みをするものとします。 

(1) 受電側接続検討の申込み  

イ 当社は，次の場合を除き，原則として，電力受給契約の申込みに先だち，

一般送配電事業者等の所定の申込書により，再エネ発電設備を一般送配電

事業者等の電力系統へ新たに接続または再エネ発電設備を変更するための

検討（以下「受電側接続検討」といいます。）の申込みをします。 

なお，発電量調整供給契約等により既に連系されている地点については，

受電側接続検討が省略となることがあります。 

(ｲ) 一般送配電事業者等の電力系統へ低圧で再エネ発電設備を連系する場

合 

ロ 検討結果および検討料 

(ｲ) 当社は，一般送配電事業者等の検討結果を受領後，遅滞なく発電者に

検討結果を通知します。 

(ﾛ) 発電者は，当社が受電側接続検討の申込みにあたって，一般送配電事

業者等から検討料の請求を受けた場合は，その検討料に相当する金額を，

当社に支払うものとします。 

(2) 電力受給契約の申込み 

イ 発電者は，原則として，次の事項を明らかにして，当社所定の様式によ

って電力受給契約の申込みをするものとします。ただし，軽易な内容のも

のについては，当社は，口頭，電話等による申込みを受け付けることがあ

ります。この場合であっても，発電者は，当社の求めに応じて，後日，当

社所定の様式による申込みをするものとします。 

なお，発電者は，電力受給契約の申込みをした後に，次の事項に係る変

更を行った場合は，あらためて電力受給契約の申込みをするものとします。 
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(ｲ) 発電者の名称，電気需給契約の需要場所または連絡先 

(ﾛ) 再エネ発電設備の公称最大出力または定格出力，インバータの定格出      

  力 

(ﾊ) 系統連系に必要となる単線結線図等の技術検討資料 

(ﾆ) 併設設備の有無または併設設備の定格出力 

(ﾎ) 受給開始希望日 

(ﾍ) 付近平面図および配線形態 

(ﾄ) 料金等の振込先口座等の必要事項 

(ﾁ) 認定通知書 

（ﾘ） 適格請求書発行事業者の登録有無および登録時はその登録番号 

(ﾇ) その他当社が確認を必要とする事項 

ロ 当社は，イによる申込みにもとづき一般送配電事業者等へ発電量調整供

給等に関する契約の申込みをするものとします。 

なお，発電者は，次の事項にあらかじめ同意するものとします。 

(ｲ)  当社が一般送配電事業者等を代理して，発電者との間で，系統連系受

電契約を締結すること 

(ﾛ) 当社が，系統連系受電契約において，系統連系受電サービス料金を発

電者から受領し，一般送配電事業者等があらかじめ定める期日までの間，

発電者に代わり一般送配電事業者等に引き渡す業務を一般送配電事業者

等から受託すること 

(ﾊ)  系統連系受電サービス料金を一般送配電事業者等へ支払うことについ

て，発電者が直接一般送配電事業者等に支払う事項に該当した場合を除

き，当社が発電者から無償で受託すること 

(3) 事業意思の確認 

当社は，発電者に対して，事業意思の確認を求めることがあります。この

場合，発電者は，すみやかにこれに応じるものとします。 

 

7  電力受給契約の成立および契約期間 

(1) 電力受給契約は，6（電力受給契約の申込み）(2)による発電者の申込みに

おける特定契約または卸契約に係る事項について，当社が承諾したときにそ
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れぞれ成立します。 

(2) (1)にかかわらず，再エネ特措法施行規則第8条第1項に係る変更にともなう

電力受給契約の変更の申込み（28(電力受給契約の変更)の申込みによるもの

とし，以下「変更申込み」といいます。）の場合は，発電者において再エネ

特措法施行規則第4条の2第2項第5号に定める電気事業者の同意を得ているこ

とを証することを目的として，当社は，原則として，発電量調整供給等に関

する契約の申込みに係る一般送配電事業者等による承諾を確認のうえ，(1)に

よる電力受給契約の成立前に，変更申込みのうち接続に係る規定に関する部

分について承諾するものとし，このときに，電力受給契約はその承諾の限り

において，一部成立します。 

(3) 電力受給契約の契約期間は，次によります。 

なお，当社は，イに定める契約期間満了の日に先だって，発電者に契約期

間満了後の料金単価を通知します。この場合において，発電者または当社か

ら別段の意思表示がないときは，特定契約は，当該契約期間満了の日の翌日

以降，卸契約として継続されるものとし，契約期間はロによるものとします。 

イ 特定契約の場合 

次のとおりとします。ただし，本要綱にもとづく特定契約を締結する前

に，固定価格買取制度にもとづき再エネ電力を当社および当社以外の者に

供給していた場合は，最初に供給を開始した日から受給開始日の前日まで

の期間を契約期間から控除します。 

(ｲ) 特定契約が成立した日から受給開始日を起算日とした再エネ特措法等

に定める再エネ発電設備に係る調達期間（以下「調達期間」といいます。）

満了の日までとします。 

(ﾛ) 再エネ特措法第10条第1項の規定により，事業計画認定が変更され適用

される調達期間が変更された場合，または，その他再エネ特措法等の規

定により，適用される調達期間が変更された場合については，特定契約

が成立した日から受給開始日を起算日とした当該変更後の調達期間満了

の日までとします。 

(ﾊ) 再エネ特措法第3条第11項の規定により，適用される調達期間が改定さ

れた場合については，特定契約が成立した日から受給開始日を起算日と
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した当該改定後の調達期間満了の日までとします。 

（ﾆ） 電気事業法第20条の2第1項の規定により，発電者の再エネ発電設備設

置場所が，指定区域として指定される場合，当該指定区域に対し電気事

業法第2条第1項第8号ロに定める離島等供給が開始される日の前日まで

とします。 

ロ 卸契約の場合 

新たに卸契約が成立したときは，卸契約が成立した日から卸契約が成立

した日以降最初に到来する4月の検針日の前日までとし，特定契約における

調達期間が満了したときは，調達期間満了の日の翌日から調達期間満了の

日の翌日以降最初に到来する4月の検針日の前日までとします。また，最初

の契約期間の満了以降，発電者または当社から別段の意思表示がないとき

は，卸契約は，翌年の4月の検針日の前日までさらに延長されるものとし，

以降この例によるものとします。 

ただし，電気事業法第20条の2第1項の規定により，発電者の再エネ発電

設備設置場所が，指定区域として指定される場合，当該指定区域に対し電

気事業法第2条第1項第8号ロに定める離島等供給が開始される日の前日ま

でとします。 

なお，記録型等計量器により計量する場合は，検針日は電力量計の値が

記録型等計量器に記録される日（以下「計量日」といいます。）と読み替

えます。 

 

8  受給電気方式，受給電圧および周波数 

受給電気方式，受給電圧および周波数は，電気需給契約と同一とします。 

 

9  財産分界点および保安責任分界点 

財産分界点および保安責任分界点は，電気需給契約における需給地点または

供給地点とします。 

 

10 電力受給契約の単位 

当社は，1電気需給契約について，原則として，発電者と1電力受給契約を結
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びます。 

 

11 電力受給の開始 

(1) 当社は，電力受給契約が成立したときには，発電者と協議のうえ受給開始

日を定め，電力受給を開始します。 

(2) 当社は，天候，一般送配電事業者等による用地交渉および停電交渉その他

のやむを得ない事情等によって，あらかじめ定めた受給開始日に電力受給を

開始できないことが明らかになった場合には，その理由を発電者に通知し，

あらためて発電者と協議のうえ，受給開始日を定めて電力受給を開始します。 

(3) 発電者は，受給開始日の変更を希望する場合には，すみやかに当社に連絡

するものとします。この場合，当社は，あらためて発電者と協議のうえ，受

給開始日を定めて電力受給を開始します。 

 

12 電力受給にともなう発電者の協力  

(1)  発電者は，託送供給等約款等における発電者に関する事項を当社および一

般送配電事業者等との関係で遵守するものとします。 

(2)  発電者は，発電者の再エネ発電設備等と一般送配電事業者等の電力系統と

の連系にあたり，電気設備に関する技術基準を定める省令，電気設備の技術

基準の解釈，電力品質確保に係る系統連系技術要件ガイドライン，Ｎ－１電

制ガイドライン，送配電等業務指針，系統連系技術要件〔託送供給等約款別

冊〕，系統アクセス検討に関する通達の他，監督官庁，業界団体または一般

送配電事業者等が定める系統連系に関係する業務の取扱いや技術要件に関す

る規定等を遵守するものとします。 

    なお，係る規定等に変更がある場合には，変更後の取扱いを遵守するもの

とします。 

(3) 発電者は，当社が必要と判断した場合，再エネ発電設備等の発電電力量等

を記録した受発電日誌等を当社に提出するものとします。 

(4) 発電者は，当社が必要と判断した場合，再エネ発電設備等の発電計画を当

社に提出するものとします。 
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13 承諾の限界 

(1) 当社は，特定契約の場合，次に該当しない限り，特定契約の申込みを承諾

します。 

イ 一般送配電事業者等から発電量調整供給等に関する契約申込みの承諾が

得られない場合 

ロ 再エネ特措法第16条第1項に定める正当な理由がある場合 

ハ 非常変災や一般送配電事業者等の工事用地の取得状況等により，特定契

約の申込みの全部を承諾することが困難な場合 

なお，この場合，当社は，善後策について，発電者と協議します。 

ニ 同一需要場所において，発電設備系統連系サービス要綱または特定規模

需要供給条件にもとづく発電設備系統連系サービスに関する契約（以下「連

系契約」といいます。）の申込みを一般送配電事業者等が承諾できない場

合 

(2) 当社は，(1)にかかわらず，同一需要場所において，複数の電力受給契約の

申込みが行われたことで，当社が電力受給契約の申込みの承諾が困難と判断

した場合，または電気需給契約の申込みを当社が承諾できない場合は，電力

受給契約の申込みを承諾しないことがあります。 

また，発電者が反社会的勢力に該当する者であると当社が判断した場合，

または反社会的行為を行った場合には，当社は，電力受給契約の申込みを承

諾しません。 

 

14 電力受給契約書の作成 

当社が必要とするときは，発電者と当社は，電力受給契約書を作成するもの

とします。 
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Ⅲ 料金等の算定および支払い 

 

15 料金等の適用開始の時期 

本要綱に別段の定めがない限り，料金等は，原則として，受給開始日から適

用します。 

 

16 料金等の算定期間 

(1) 料金等の算定期間は，原則として，前月の検針日から当月の検針日の前日

までの期間とします。ただし，電力受給を開始した場合の料金等の算定期間

は，受給開始日から直後の検針日の前日までの期間とし，電力受給契約が消

滅した場合の料金等の算定期間は，直前の検針日から消滅日の前日までの期

間とします。 

(2) 記録型等計量器により計量する場合は，(1)における検針日は，計量日と読

み替えます。 

 

17 受給電力量の計量 

(1) 計量器の検針は，原則として，毎月の検針日に一般送配電事業者等が行う

ものとします。 

(2)  受給電力量は，(3)および(5)の場合を除き，託送供給等約款等に定める発

電者の受電地点に係る30分ごとの発電量調整受電電力量とし，料金等の算定

期間における受給電力量は，30分ごとの受給電力量を，料金の算定期間にお

いて合計した値とします。  

(3) 非常変災その他特別な事情がある場合で，一般送配電事業者等が検針を行

わなかった場合の受給電力量その他の取扱いは，託送供給等約款等の定めに

従うものとします。 

(4) 当社は，一般送配電事業者等から受領した検針の結果を当社の指定する方

法によりすみやかに発電者に通知します。  

(5) 一般送配電事業者等が，計量器の故障等によって受給電力量を正しく計量

できなかった場合には，料金等の算定期間の受給電力量は，原則として，託

送供給等約款等における電力量の協定に係る規定に定めるところにより，発
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電者と当社との協議によって定めます。ただし，発電者が計量装置に関する

工事（受給電力量の計量に影響を及ぼす工事を含みます。）を行ったために

受給電力量を正しく計量できなかった場合は，その料金等の算定期間の受給

電力量は，ゼロとみなします。 

 

18 料金等の算定 

(1) 料金等は，次の場合を除き，料金等の算定期間を「1月」として算定します。 

イ 電力受給を開始し，再開し，もしくは停止し，または電力受給契約が消

滅した場合 

ロ 再エネ発電設備または併設設備の変更等により料金単価等が変更となる

場合  

(2) 特定契約における料金は，次のイに掲げる算定方法によって得た金額およ

びロに掲げる算定方法によって得た代理制御調整金を合計した金額とし，当

社は，発電者に対し，上記料金からハに掲げる算定方法によって得た解体等

積立金額を控除した金額を支払うものとします。ただし，ハに掲げる算定方

法によって得た解体等積立金額が負の値となる場合は，上記料金にハに掲げ

る算定方法によって得た解体等積立金額を正の値として加算した金額を支払

うものとします。（以下，料金から解体等積立金額を控除または正の値とし

て加算したものを「料金等」といいます。） 

イ 受給電力量に，次の料金単価を乗じて算定した金額。ただし，再エネ発

電設備がバイオマスを電気に変換するものである場合で，受給電力量のう

ちバイオマスを変換して得られる電気以外の電気に適用する料金単価は，

当社が別に定めるものとします。 

(ｲ) 再エネ特措法第9条第4項の規定にもとづき事業計画認定を受けたこと

により再エネ発電設備に適用される料金単価 

(ﾛ) 再エネ特措法第10条第1項の規定により，事業計画認定が変更され適用

される料金単価が変更された場合，または，その他再エネ特措法等の規

定により，適用される料金単価が変更された場合については，当該変更

後の料金単価 

(ﾊ) 再エネ特措法第3条第11項の規定により，適用される料金単価が改定さ
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れた場合については，当該改定後の料金単価 

ロ 経済的出力抑制が行われ，代理制御調整電力量の通知があった場合，代

理制御調整電力量に前々月に適用された料金単価を乗じて算定した金額。

（以下「代理制御調整金」といいます。） 

ハ 発電者が再エネ特措法第15条の17に該当し,同条に定める方法で再エネ

発電設備の解体等に要する費用に充てるための金銭を積み立てる場合を除

き，再エネ特措法施行規則第13条の4に規定される期間について，再エネ特

措法施行規則第13条の5の規定に従い，原則として，毎月，受給電力量に次

の(ｲ)，(ﾛ)または(ﾊ)の経済産業大臣が定める解体等積立基準額を乗じて算

定した金額。（以下「解体等積立金額」といいます。）ただし，経済的出

力抑制が行われた場合は，受給電力量および代理制御調整電力量にそれぞ

れの次の(ｲ)，(ﾛ)または(ﾊ)の経済産業大臣が定める解体等積立基準額を乗

じて算定した金額を合計した金額とします。 

(ｲ) 再エネ特措法第9条第4項の規定にもとづき事業計画認定を受けたこと

により再エネ発電設備に適用される解体等積立基準額 

(ﾛ) 再エネ特措法第10条第1項の規定により，事業計画認定が変更され適用

される料金単価が変更された場合，または，その他再エネ特措法等の規

定により，適用される料金単価が変更された場合については，当該変更

後の解体等積立基準額 

(ﾊ) 再エネ特措法第15条の13第3項の規定により，適用される解体等積立基

準額が改定された場合については，当該改定後の解体等積立基準額 

代理制御調整電力量に係る解体等積立金額は，前々月に適用された解体

等積立基準額により行うものとし，再エネ特措法施行規則第13条の4に規

定される期間に行われた経済的出力抑制に対して算定するものとします。 

なお，当社は，解体等積立金額が正の値となる場合，その金額を広域機

関に納付するものとします。 

また，発電者が再エネ特措法第9条第3項に定める事項を新たに定め，

または変更し，再エネ特措法第10条第1項の変更認定を受けた場合，当社

は，原則として，当社が広域機関から変更認定がされた旨の通知を受け

た直後の検針日をもって，解体等積立金額に関する変更を行うものとし
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ます。 

(3) 卸契約における料金は，次のイに掲げる方法によって得た金額およびロに

掲げる発電側課金小売転嫁額を合計した金額（以下，「卸契約における料金」

といいます。）とし，当社は，発電者に対し，卸契約における料金から系統

連系受電サービス料金を控除した金額を支払うものとします。 

なお，当社は，系統連系受電サービス料金を一般送配電事業者等の定める

期日までに，発電者に代わって，一般送配電事業者等に支払うものとします。       

ただし，以下の場合，当社は，発電者に対し，系統連系受電サービス料金

を控除することなく，卸契約における料金のみを支払うものとします。この

場合，系統連系受電サービス料金は，発電者が一般送配電事業者等に対し，

一般送配電事業者等が指定した金融機関を通じて払い込み等により直接支払

うものとします。 

（ｲ） 系統連系受電サービス料金が，卸契約における料金を上回る場合 

（ﾛ） 当社が，系統連系受電サービス料金を控除によらず，発電者が当社に直

接支払う必要があると判断した場合で，発電者が系統連系受電サービス料

金を別途当社が指定する支払期日までに当社に支払わない場合 

（ﾊ） その他一般送配電事業者等が必要と認めた場合 

なお，(2)の「料金等」の定めにかかわらず，卸契約の場合，卸契約にお

ける料金から系統連系受電サービス料金を控除したものを「料金等」といい

ます。 

当社は，発電者に対し，一般送配電事業者等から受領した系統連系受電サ

ービス料金の金額，算定諸元および卸契約における料金から系統連系受電サ

ービス料金の控除有無について，当社の指定する方法によりすみやかに発電

者に通知します。 

イ 受給電力量に，当社が別に定める「再生可能エネルギー発電設備からの

電力受給に関する料金表」（以下「本料金表」といいます。）に定める料

金単価を乗じて算定した金額 

ただし，発電者が本料金表以外の料金表等の適用を受けることを希望し，

当社が承諾した場合は，本料金表以外の料金表等に定める料金単価等を乗

じて算定した金額とします。 
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  ロ 当社が, 託送供給等約款等の規定に従い一般送配電事業者等が算定する

系統連系受電サービス料金の金額を一般送配電事業者等から受領した場合，

系統連系受電サービス料金と同額。 

 (4)  発電者は，17（受給電力量の計量）（4）にて当社から通知される仕入明細

書（紙面通知の場合に限り，「受給電力量のお知らせ」をいいます。）に記

載されている事項を確認するものとし，一定期間内に当社へ報告なき場合に

は，仕入明細書記載内容のとおり確認があったものとします。 

(5) 再エネ発電設備がバイオマスを電気に変換するものである場合，発電者は，

料金等の算定期間におけるバイオマス比率を算出し，当社が定めた毎月一定

の期日までに報告するものとします。 

(6)  当社は，日割計算をする場合には，必要に応じてそのつど計量値を確認し

ます。 

 

19 料金等の支払い 

(1) 18（料金等の算定）(2)および(3)において，算定された料金等が正の値と

なる場合は，次のとおりとします。 

イ 当社が発電者に料金等を支払う期日（以下「支払期日」といいます。）

は，初回の支払いを除き，次のとおりとします。ただし，支払期日が日曜

日または銀行法第15条第1項に定める政令で定める日（以下「休日」といい

ます。）に該当する場合は，支払期日を直後の日曜日または休日でない日

まで延期します。 

(ｲ) (ﾛ)から(ﾆ)までの場合以外の場合は，検針日の翌日から起算して30日目

の日とします。 

(ﾛ) 発電者が納付書払いを希望する場合は，当社が発電者から納付書を受領

した日の翌日から起算して30日目の日とします。 

(ﾊ) 17（受給電力量の計量）(3)の場合は，次回の検針日の翌日から起算し

て30日目の日とします。 

(ﾆ) 17（受給電力量の計量）(5)の場合は，料金等の算定期間の受給電力量

が協議によって定められた日の翌日から起算して30日目の日とします。  

ロ 料金等の支払いは，当社が発電者の指定する金融機関口座へ口座振替手
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続きを実施した日，または金融機関において納付書払いの手続きを実施し

た日に行ったものとみなします。  

ハ 当社は，当社の責めに帰すべき事由により，料金等を支払期日までに支

払わない場合は，支払期日の翌日から起算して料金等の支払日に至るまで，

料金（疑義を避けるために付言すると，解体等積立金額を控除または加算

する前の金額をいいます。）から消費税等相当額を差し引いた金額に対し

て，3％（閏年の日を含む期間についても，365日当たりの割合とします。）

の延滞利息を発電者に支払うものとします。この場合，消費税等相当額の

単位は，1円とし，その端数は，切り捨てます。 

二 初回の支払いについては，当社の事務手続き終了後に支払うものとしま

す。 

ホ 発電者は，料金等その他の債権を，当社に対する債務と相殺することは

できないものとします。 

ヘ 電力受給契約消滅後に当社が支払うべき代理制御調整金が発生した場合，

解体等積立金額を控除し，上記に準じて発電者に支払うものとします。 

(2) 18（料金等の算定）(2)において，算定された料金等が負の値となる場合は，

次のとおりとします。 

イ 原則として，当社は，料金等を翌月の料金等から差し引いて発電者に支

払うものとし，翌月の料金等が負である等その料金等の全額を翌月の料金

等から差し引けない場合，翌々月以降もこの例によるものとします。ただ

し，電力受給契約の消滅等により，翌月以降の料金等から差し引くことが

できない，発電者が支払うべき代理制御調整金が存在または発生する場合，

解体等積立金額を正の値として控除し，発電者は,(1)イに定める支払期日

と同日までに，当社が別途指定する預金口座への振込により当社に支払う

ものとします。 

ロ 発電者は，発電者の責めに帰すべき事由により，当該代理制御調整金を

イに定める日までに支払わない場合は，当該日の翌日から起算して当該代

理制御調整金の支払日に至るまで，当該代理制御調整金の金額（疑義を避

けるために付言すると，解体等積立金額を控除または加算する前の代理制

御調整金の金額をいいます。）から消費税等相当額を差し引いた金額に対
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して，3％（閏年の日を含む期間についても，365日当たりの割合とします。）

の延滞利息を当社に支払うものとします。この場合，消費税等相当額の単

位は，1円とし，その端数は，切り捨てます。 

(3) 当社および発電者は，次のいずれかに該当する場合には，その原因を問わ

ず，料金等を以下のとおり精算します。 

イ 17（受給電力量の計量）(5)において，発電者と当社との協議によって定

めた値と計量された値が異なる場合，発電者または当社は，その料金等の

差額を支払うものとします。 

ロ 18（料金等の算定）(2)および(3)により適用される料金単価等の誤りが

判明した場合，発電者または当社は，その料金等の差額を支払うものとし

ます。 

ハ 事業計画認定がその効力を失ったにもかかわらず，18（料金等の算定）

(2)による料金単価等を適用していた場合，発電者は，事業計画認定がその

効力を失った日以降の料金等の全額を当社に返還するものとします。 

 

20 Ｎ－１電制の逸失収益等の精算等  

(1) 発電者の再エネ発電設備に対してＮ－１電制が行われた場合，Ｎ－１電制

精算電力量に18（料金等の算定）(2)イまたは(3)イの料金単価を乗じて得た

金額に，再エネ発電設備を再起動するために要した燃料費等の費用実費を加

えた金額から，Ｎ－１電制が実施されなかったときに再エネ発電設備がＮ－

１電制精算電力量を発電するのに要したであろう費用に相当する金額を差し

引いた金額について，当社は，一般送配電事業者等および広域機関が認める

範囲において発電者へ支払うものとします。 

(2)  発電者は，前項の金額の算定に必要な諸元として，Ｎ－１電制ガイドライ

ンに規定する費用および収益に関する資料を，当社に提出するものとします。   

なお，諸元の提出について，発電者，当社および一般送配電事業者等による

事前協議により当社があらかじめ承諾した場合，発電者から一般送配電事業

者等に提出するものとします。 

(3)  その他，Ｎ－１電制により生じたことが明らかである費用（33(工事費負担

金等相当額の申受けおよび精算)(6)を除きます。)については，別途，発電者，
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当社および一般送配電事業者等の協議によるものとします。 

(4) (1)に定める金額については,19(料金等の支払い)とは別に，当社は，当社

が別途指定する期日内に，発電者が別途指定する預金口座へ振込むことによ

り支払うものとします。    
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Ⅳ 電 力 受 給 

 

21 適正契約の保持 

当社が発電者の事業計画認定等の内容または再エネ発電設備等もしくは併設

設備が電力受給契約に定めた内容に反する状態となっているものと判断した場

合には，発電者は，当社の求めにしたがい，すみやかに電力受給契約を適正な

ものに変更するために必要な手続きを行うものとします。発電者が当社の求め

に応じない場合，当社は，当社が合理的に適正と判断する内容および時期にさ

かのぼって電力受給契約を変更することができるものとし，当社が定める方法

で料金等の精算を行うことができるものとします。 

 

22 再エネ発電設備等の設置場所への立入りによる業務の実施 

(1) 当社および一般送配電事業者等は，次の業務を実施するため，再エネ発電

設備等の設置場所に立ち入ります。発電者は，当社が立ち入ることおよび業

務を実施することについてあらかじめ承諾していただきます。 

なお，発電者の求めに応じ，係員は所定の証明書を提示します。 

イ 不正な電力受給を防止するために必要な再エネ発電設備および併設設備

の確認または検査 

ロ 23（電力受給の停止），24（電力受給の停止の解除），25（電力受給の

制限または中止），30（電力受給契約の消滅），または31（電力受給契約

の解約等）により必要な処置 

ハ その他本要綱によって，電力受給契約の成立，変更もしくは終了等に必

要な業務 

(2) 発電者は，当社および一般送配電事業者等が(1)の立入りに際し，第三者の

土地または建物への立入りを必要とする場合，この立入りに係る当該第三者

からの承諾の取得その他のこの立入りに必要な手続き等を実施するものとし

ます。 

 

23 電力受給の停止 

(1) 当社は，電気需給契約における電気供給の停止の措置がとられている場合
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および託送供給等約款等にもとづき一般送配電事業者等が託送供給等を停止

する場合には，電力受給を停止することがあります。 

(2) 次のいずれかに該当し，当社がその旨を警告しても発電者が改めない場合

には，当社は，電力受給を停止することがあります。 

イ 発電者が一般送配電事業者等設備，再エネ発電設備または併設設備の改

変等によって不正に電力受給を行った場合 

ロ 発電者が 21（適正契約の保持）にもとづき，電力受給契約を適正なもの

に変更するために必要な手続きを行わない場合 

ハ 発電者が22（再エネ発電設備等の設置場所への立入りによる業務の実施）

にもとづく当社および一般送配電事業者等の係員の立入りによる業務の実

施を正当な理由なく拒否し，または必要な手続き等をすみやかに行わなか

った場合 

ニ 発電者が12（電力受給にともなう発電者の協力）によって必要となる措

置を講じない場合 

ホ 発電者が本要綱にもとづく電力受給契約（既に消滅しているものを含み

ます。）によって支払いを要することとなった債務を支払わない場合  

へ 発電者に連系契約の停止の措置がとられている場合 

(3) 発電者がその他本要綱に反した場合には，当社は，電力受給を停止するこ

とがあります。 

 

24 電力受給の停止の解除 

23（電力受給の停止）によって，当社が電力受給を停止した場合で，発電者

がその理由となった事実を解消し，かつ，その事実にともない当社に対して支

払いを要することとなった債務を支払ったときには，当社は，すみやかに電力

受給を再開します。 

 

25 電力受給の制限または中止 

(1) 託送供給等約款等にもとづき，一般送配電事業者等が，発電者の発電を制

限し，または中止することがあります。この場合には，当社は，電力受給の

制限または中止をすることがあります。 
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なお，一般送配電事業者等が発電者の発電の制限または中止を求めた場合，

発電者は，必要となる処置を行うものとします。 

(2)  発電者は，託送供給等約款等にもとづき，一般送配電事業者等から発電を

制限または中止するために必要な措置を講ずることを求められた場合は，発

電者は，発電を制限または中止するために必要な機器の設置，費用の負担そ

の他必要な措置をすみやかに講じるものとします。 

 

26 損害賠償等 

(1) 発電者または当社は，相手方または第三者に対し，自らの責めに帰すべき

事由により損害を与えた場合，賠償の責めを負うものとします。 

なお，次の場合には，当社の責めに帰さない事由とみなします。 

イ 当社または発電者が11（電力受給の開始）(2)または(3)にもとづき受給

開始日を変更した場合 

ロ 当社または一般送配電事業者等が23（電力受給の停止）により電力受給

を停止した場合 

ハ 当社が24（電力受給の停止の解除）により電力受給の停止を解除した場

合 

ニ 当社または一般送配電事業者等が25（電力受給の制限または中止）(1)に

より電力受給を制限または中止した場合 

ホ 30（電力受給契約の消滅）によって電力受給契約が消滅した場合 

ヘ 当社が31（電力受給契約の解約等）によって電力受給契約を解約した場 

 合 

ト 託送供給等約款等にもとづき発電者が設置した再エネ発電設備の自動電

圧調整機能等が動作し，受給電力量が減少した場合 

(2) 特定契約であって，発電者の発電を制限または中止したことにより，発電

者が損害（再エネ特措法施行規則第14条第1項第8号トにもとづき発電者が補

償を求めることができるとされている場合の損害に限ります。）を受けたと

きは，発電者の求めに応じ，当社は，当該損害について，再エネ特措法施行

規則第14条第1項第8号トに定める額を限度として，原則として，一般送配電

事業者等に請求し，一般送配電事業者等から補償を受けた場合は当該補償相
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当額を発電者に支払いするものとします。 

 

27 設備の賠償 

発電者が自らの責めに帰すべき事由により，一般送配電事業者等の電気工作

物，電気機器その他の設備を損傷し，または亡失した場合で，一般送配電事業

者等からその設備について次の金額の賠償を当社が受けた場合，発電者は，当

社に当該賠償金額を支払うものとします。 

(1) 修理可能な場合 

修理費 

(2) 亡失または修理不可能の場合 

帳簿価額と取替工費との合計額 
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Ⅴ 電力受給契約の変更および終了 

 

28 電力受給契約の変更 

(1) 次のいずれかに該当する場合，発電者は，その時期を明らかにし，その旨

を当社に申し出るものとします。 

イ 発電者が再エネ発電設備または併設設備の全部または一部を変更する場 

 合 

ロ 発電者が再エネ発電設備または併設設備の制御方法を変更する場合 

ハ 発電者が再エネ発電設備または併設設備の配線形態を変更する場合 

ニ 再エネ発電設備がバイオマスを電気に変換するものである場合で，発電

者が燃料区分を変更する場合 

ホ イからニの場合以外で，再エネ特措法等にもとづき適用される調達価格

等が変更となる場合  

へ  その他電力受給契約または系統連系受電契約の内容を変更する場合 

(2) 当社が(1)の申し出を受け，電力受給契約の変更が必要と判断する場合は，

発電者は，6（電力受給契約の申込み）の規定に準じ，すみやかに電力受給契

約の変更に必要な手続きを行うものとします。 

なお，この場合，発電者は，(1)ホの場合を除き，当社が一般送配電事業者

等へ発電量調整供給契約に関する契約の変更申込をすることについて，あら

かじめ同意するものとします。 

(3) 発電者が当社に対して(1)に定める変更の申し出を行わなかった場合，また

は(2)に定める手続きを行わなかったときには，当社は，当社が合理的と判断

する時期から変更があったものとみなし，当社が定める方法で料金等の精算

を行うことができるものとします。 

 

29 契約上の地位の移転 

発電者が電力受給契約の地位を第三者に移転すること，および電力受給契約

における発電者の当社に対する権利を譲渡することを希望し，その旨を当該第

三者と連名であらかじめ当社所定の様式により申し込んだ場合，当社は，すみ

やかにこれを承諾します。ただし，当該第三者が反社会的勢力に該当する場合，
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または反社会的行為を行ったときは，承諾しません。 

 

30 電力受給契約の消滅 

(1) 発電者は，電力受給契約を廃止しようとする場合，廃止期日を定めて当社

に通知するものとします。 

(2) 電力受給契約は，31（電力受給契約の解約等）の場合を除き，原則として，

廃止期日に消滅します。ただし，当社が発電者の廃止通知を廃止期日の翌日

以降に受けた場合は，当該通知を受けた日に電力受給契約は消滅します。 

(3)  (2)にかかわらず，電気需給契約が消滅したのち，新たに電気需給契約を締

結しない場合は，当社は，電気需給契約の消滅日，または当社が電気需給契

約の消滅を知り得た日に電力受給契約を消滅できるものとします。 

(4) 発電者が当社との電力受給契約を廃止する場合において，当社以外の者と

電力受給契約を締結しないときは，発電者の再エネ電力供給設備について，

発電者は，発電者の責任と負担によりすみやかに当社が再エネ電力を受給で

きないよう必要な措置を講じるものとします。 

なお，当該措置を講じるまでに当社が再エネ電力を受給しても，当社は，

この対価の支払義務を負いません。  

(5) (4)において，一般送配電事業者等が，計量装置を撤去した場合において，

電気需給契約にもとづく電気の需給が困難となったときは，発電者は，発電

者の責任と負担において，電気の需給ができるよう必要な措置を講じるもの

とします。 

 

31 電力受給契約の解約等 

(1) 次のいずれかに該当する場合には，当社は，電力受給契約を解約すること

があります。 

なお，この場合には，当社は，その旨を発電者に通知します。 

イ 次のいずれかに該当する場合で，当社が相当の期間を定めて催告したに

もかかわらず発電者がその事実を解消しないとき 

(ｲ) 発電者が23（電力受給の停止）によって電力受給を停止された場合 

(ﾛ) 発電者が21（適正契約の保持）に定める適正契約への変更について当
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社の求めに応じない場合 

(ﾊ) 発電者が22（再エネ発電設備等の設置場所への立入りによる業務の実

施）にもとづく当社および一般送配電事業者等の係員の立入りによる業

務の実施を正当な理由なく拒否し，または立入りのために必要な手続き

等をすみやかに行わない場合 

(ﾆ) 発電者が25（電力受給の制限または中止）に定める規定に応じない場 

  合 

(ﾎ) 発電者が33（工事費負担金等相当額の申受けおよび精算）(1)において，

一般送配電事業者等および当社が定める期日までに，工事費負担金を支

払わない場合 

(ﾍ) 発電者が36（事業計画認定手続き）による事業計画認定に関する手続

きをすみやかに行わなかった場合 

(ﾄ) 発電者が本要綱にもとづく電力受給契約によって支払いを要すること

となった債務を支払わない場合 

(ﾁ) 発電者が特段の理由なく，受給開始日を経過しても再エネ電力を当社

に供給しない場合 

(ﾘ) その他発電者が本要綱に反した場合 

ロ 発電者が反社会的勢力に該当する者であることが判明した場合，または

反社会的行為を行った場合 

(2) 発電者が取得した事業計画認定の効力が失われた場合，発電者は，すみや

かに当社に通知し，再エネ発電設備を解列するものとします。 

なお，この場合，事業計画認定の効力が失われた日をもって，当然に電力

受給契約は解約されるものとし，解列までに当社が再エネ電力を受給しても，

当社は，この対価の支払義務を負いません。  

(3)  18（料金等の算定）(3)によって，系統連系受電サービス料金の控除ができ

なかった場合において，発電者が，一般送配電事業者等が定める期日までに，

系統連系受電サービス料金を支払わない場合には，一般送配電事業者等によ

り系統連系受電契約を解約されることがあります。この場合，一般送配電事

業者等により発電量調整供給契約が解除されたときには，当該解除日をもっ

て，当然に電力受給契約も解約されるものとし，系統連系受電契約の解約後
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から解列までの間に当社が再エネ電力を受給しても，当社は，この対価の支

払義務を負わず，一般送配電事業者等が無償にて引き受けるものとします。 

(4) (1),(2)または(3)により当社が電力受給契約を解約した場合，発電者は，

発電者の責任と負担において，すみやかに当社が再エネ電力を受給できない

よう必要な措置を講じるものとします。 

なお，当該措置を講じるまでに当社が再エネ電力を受給しても，当社は，

この対価の支払義務を負いません。 

(5) 発電者が(4)の措置を講じない場合で，一般送配電事業者等が，一般送配電

事業者等の受給設備または発電者の電気設備において，電力受給契約の解約

のための適当な処置を行い，当該処置に要した費用について当社または発電

者が請求を受けた場合，発電者が負担し支払うものとします。 

 

32 電力受給契約消滅後の債権債務関係 

電力受給契約期間中の料金等その他の債権債務は，電力受給契約の消滅によ

っては消滅しません。 
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Ⅵ 工事費の負担 

 

33 工事費負担金等相当額の申受けおよび精算 

(1) 電力受給の開始，または再エネ発電設備または併設設備の変更等にともな

い，一般送配電事業者等から託送供給等約款等にもとづき，電力受給にとも

なう工事等に係る工事費負担金費用の実費または実費相当額等の請求を受け

た場合は，当社は，請求を受けた金額に相当する金額を工事費負担金等相当

額として，原則として，工事着手前に発電者から申し受けます。 

(2) 発電者は，原則として，一般送配電事業者等および当社が別途定める期日

までに工事費負担金等相当額を支払うものとします。 

(3) 一般送配電事業者等から，工事完成後，当該工事費負担金等相当額に係る

工事費負担金の精算を受けた場合，当社は，当社が別途指定する期日内に，

発電者が別途指定する預金口座へ振込むことにより工事費負担金等相当額を

精算するものとします。 

(4) 託送供給等約款等にもとづき当社または発電者の負担で施設し，または取

り付けることとされている設備等については，原則として，発電者の負担で

施設し，または取り付けるものとします。 

(5)  発電者は，託送供給等約款等にもとづき，一般送配電事業者等からＮ－１

制御装置の設置を求められた場合，正当な理由がない限り，必要な措置をす

みやかに講じるものとします。なお，Ｎ－１制御装置の所有権および運転・

保守費用は，発電者に帰属するものとし，維持管理は発電者にて行うものと

します。  

(6)  発電者は，前項にもとづきＮ－１制御装置を設置するにあたり必要となる

工事費用等（以下「初期費用」といいます。）について，当社に諸元を提出

するものとします。なお，諸元の提出について，発電者，当社および一般送

配電事業者等の事前協議により当社があらかじめ承諾した場合，発電者から

一般送配電事業者等に提出するものとします。 

(7) 一般送配電事業者等から，初期費用に係る精算を受けた場合，当社は，当

社が別途指定する期日内に，発電者が別途指定する預金口座へ振込むことに

より当該初期費用を精算するものとします。   
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34 再エネ発電設備および併設設備の設置等 

発電者は，発電者の責任と負担において，法令等を遵守して，再エネ発電設

備および併設設備の設置，変更，管理，補修，保安，撤去等を行うものとしま

す。 

 

35 受給開始に至らないで電力受給契約が廃止または変更される場合の費用の申受け 

一般送配電事業者等が受給設備の一部または全部を施設した後，発電者が発

電者の都合によって受給開始に至らないで電力受給契約を廃止または変更し，

当社がその受給設備を利用して電力受給をしない場合であって，一般送配電事

業者等から受給設備の施設に要した費用の実費の請求を受けたときは，当社は，

請求を受けた金額について発電者から申し受けます。 
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Ⅶ そ の 他 

 

36  事業計画認定手続き 

発電者は，6（電力受給契約の申込み），28（電力受給契約の変更），29（契

約上の地位の移転），30（電力受給契約の消滅）等により，事業計画認定の新

たな取得または廃止もしくは事業計画認定の内容変更が必要と当社が判断する

場合は，すみやかに事業計画認定に関する手続きをするものとします。 

 

37  電力受給契約に関する情報の取扱い 

(1) 発電者が当社との電力受給契約を廃止する場合で，かつ当社以外の電気事

業者と電力受給契約を締結する場合，当社は，発電者が当該電気事業者と円

滑に電力受給契約手続きを行えるよう，当該電気事業者に対して電力受給契

約に関する情報提供を行うことができるものとし，発電者は，これをあらか

じめ承諾するものとします。  

(2) 発電者は，当社が事業計画認定を受けた再エネ発電設備からの受給電力量

および発電者に支払った料金等など，電力受給契約に関する事項について，

再エネ特措法等その他の法令等にもとづき国，広域機関または入札実施機関

等に開示することをあらかじめ承諾するものとします。 

(3)  発電者は,再エネ発電設備の料金等など，Ｎ－１電制の初期費用もしくは逸

失収益等の精算等に必要な資料等について，再エネ特措法等その他法令等に

もとづき国または広域機関等に開示することをあらかじめ承諾するものとし

ます。 

(4) 系統連系受電契約に必要な発電者の電力受給契約等に関する個人情報につ

いて，当社は，一般送配電事業者等との間で共同利用ができるものとし，発

電者は，これをあらかじめ承諾するものとします。 

 

38  発電ＢＧの設定 

当社は，託送供給等約款等の定めにより発電ＢＧを設定し，発電者の再エネ

発電設備を，原則として，当社の発電ＢＧに属させたうえで，発電計画の作成

等託送供給等約款等にもとづく手続きを行います。 
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39  非化石価値の帰属 

卸契約における非化石価値については，原則として，当社が再エネ電力を受

電したことをもって，当社に全て帰属するものとします。 

なお，非化石価値を当社に帰属させるにあたり，発電者は，必要に応じて当

社に協力するものとします。 

 

40  発電記録等の提出 

当社は，38（発電ＢＧの設定）にともなう手続きを行うにあたり，必要に応

じて発電者に再エネ発電設備および併設設備の発電記録，点検記録等の提出を

求めることができるものとします。この場合，発電者は，当社が必要とする情

報ならびに再エネ発電設備および併設設備の運転に関する記録を当社に提供す

るものとします。 

 

41  そ の 他 

(1) 本要綱に関する権利義務は，日本法に準拠し，これに従い解釈されるもの

とします。 

(2) 本要綱にもとづく電力受給契約に関する紛争については，大阪地方裁判所

を第一審の専属的合意管轄裁判所とします。 

(3) 本要綱に定めのない事項，または本要綱によりがたい事項は，本要綱なら

びに電気特定小売供給約款等または託送供給等約款等の趣旨に則り，発電者

および当社が誠意をもって協議しその処理にあたるものとします。 
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附 則 

 

1  実 施 期 日 

本要綱は，2024年4月1日から実施するものとします。 

 

2  旧要綱の変更 

本要綱の実施日以降，2023年4月1日実施の「再生可能エネルギー発電設備か

らの電力受給契約要綱」の適用を受けていた発電者は，本要綱の適用を受ける

ものとします。 

 

3  電力受給の制限または中止に関する特別措置 

特定契約において，再エネ特措法施行規則第14条第1項第8号チの適用につい

て特例または経過措置が適用されている場合は，25（電力受給の制限または中

止）(2)は，一般送配電事業者等と別段の合意をした場合を除き，当該特例また

は経過措置にもとづき適用するものとします。 

 

4  損害賠償等に関する特別措置 

特定契約において，25（電力受給の制限または中止）によって発電者の発電

を制限し，または中止したことにより，発電者が損害を受けた場合で，再エネ

特措法施行規則第14条第1項第8号トの適用について特例または経過措置が適用

されている場合は，26（損害賠償等）(2)にかかわらず，一般送配電事業者等と

別段の合意をした場合を除き，当社は，発電者の求めに応じ，当該特例または

経過措置にもとづく額を限度として，原則として，一般送配電事業者等に請求

し，一般送配電事業者等から補償を受けた場合は当該補償相当額を発電者に支

払うものとします。 

 

5  電力受給契約の解約等に関する特別措置 

特定契約であって，2015年1月25日までに電力受給契約の申込みが行われてい

る場合は，31（電力受給契約の解約等）(1)イ(ﾎ)および(ﾁ)を適用しません。 

 



 

- 36 - 

6  系統連系受電契約の締結に関する特別措置 

  2024年3月31日までに電力受給契約の申込みが行われている場合は，6（電力

受給契約の申込み）(2)ロを適用せず，一般送配電事業者等と発電者の間で，系

統連系受電契約が成立するものとします。 


